
新

第２号様式（第９条関係）

第 号

年 月 日

高知県教育長 様

所在地

法人名

理事長名

年度高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金（変更・中止・廃止）

承認申請書

年 月 日付け高知県教育委員会指令 高知幼保第 号で交

付の決定を受けた高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金に係る事業について、

高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金交付要綱第９条第２項の規定により下

記のとおり申請します。

記

補助事業（変更・中止・廃止）の理由及び内容

（注）変更の場合は、交付申請書（別記第１号様式）と同様に「２ 補助金変

更交付申請額」「３ 申請額内訳」を記入し、「事業計画書（別紙様式１）」

「収支予算書（別紙様式２）」を添付してください。

旧

第２号様式（第９条関係）

第 号

年 月 日

高知県教育長 様

所在地

法人名

理事長名

年度高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金（変更・中止・廃止）

承認申請書

年 月 日付け高知県教育委員会指令 高知幼保第 号で交

付の決定を受けた高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金に係る事業について、

高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金交付要綱第９条第２項の規定により下

記のとおり申請します。

記

補助事業（変更・中止・廃止）の理由及び内容

（注）変更の場合は、交付申請書（別記第１号様式）と同様に「２ 補助金変

更交付申請額」「３ 申請額内訳」を記入し、「別紙様式 1 事業計画書」

を添付してください。



（別紙様式１－１）

１　幼児数等

人　　 人　　 人　　 人　　

人 人 人 人

（５月１日現在）（ 人）（ 人） （ 人）（ 人）

（10月１日現在）（ 人）（ 人） （ 人）（ 人）

（注）複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

２　教員数

　教　　員（５月１日現在） 人 人 人

（５月１日現在）（ 人）（ 人） （ 人）

（10月１日現在）（ 人）（ 人） （ 人）

（注）複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

新

  　年度高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金事業計画書

学校法人名

幼稚園等名

幼児数

３歳児 ４歳児 ５歳児 計

　園則に規定する定員

　実人員（５月１日現在）

区　　分 専任教員数 兼任教員数 計

区　　分

うち
心身障害児

うち
心身障害児
専任教員

（別紙様式１－１）

１　幼児数等

　園則に規定する定員 人　　 人　　 人　　 人　　

　実　人　員 人 人 人 人

　　　うち心身障害児 （ 人）（ 人）（ 人）（ 人）

（注）複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

２　教員数

区　　分

　教　　　員 人 人 人

　うち心身障害児専任教員 （ 人）（ 人）（ 人）

（注）複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

旧

  　年度高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金事業計画書
（  　　年５月１日現在）

学校法人名

幼稚園等名

幼児数

３歳児 ４歳児 ５歳児 計

専任教員数 兼任教員数 計

区　　分



学校法人名

幼稚園等名

３　クラス別内訳

心身障害児
専任教員氏名

心身障害児
専任教員氏名

1 組 人 人 人

2 組 人 人 人

3 組 人 人 人

4 組 人 人 人

5 組 人 人 人

6 組 人 人 人

7 組 人 人 人

8 組 人 人 人

9 組 人 人 人

10 組 人 人 人

11 組 人 人 人

12 組 人 人 人

13 組 人 人 人

14 組 人 人 人

15 組 人 人 人

新

（別紙様式１－２）

（５月１日現在） （10月１日現在）

幼児数
うち心身
障害児数

心身障害児数

（注）複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

組　名 学年 担任名

（別紙様式１－２）

３　クラス別内訳

学年 担任名
心身障害児
専任教員氏名

1 組 人 人

2 組 人 人

3 組 人 人

4 組 人 人

5 組 人 人

6 組 人 人

7 組 人 人

8 組 人 人

9 組 人 人

10 組 人 人

11 組 人 人

12 組 人 人

13 組 人 人

14 組 人 人

15 組 人 人

（注）複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

旧

学 校 法 人 名

幼 稚 園 等 名

（  　　年５月１日現在）

組　名 幼児数
うち心身
障害児数



（別紙様式１－３）

４　補助事業計画

人 392,000 円 円

人 784,000 円 円

人 392,000 円 円

人 784,000 円 円

人　　392,000 円 円

人　　784,000 円 円

合　計 人　　 人　　 円 円

(新)

学校法人名

幼児実人員

(  　年5月1日現在)

５月１日又は
10月１日現在
において在園
５月１日及び
10月１日現在
において在園
５月１日又は
10月１日現在
において在園
５月１日及び
10月１日現在
において在園
５月１日又は
10月１日現在
において在園
５月１日及び
10月１日現在
において在園

（注）補助金交付申請額については、(C)と(D)のどちらか低い額を記載すること。

幼稚園等名 心身障害児数(A)
心身障害児

１人あたりの
補助金単価(B)

上限額(C)
(A)×(B)

補助事業に
要する経費(D)

補助金
交付申請額

人　　 円 円

人 円 円

人　　 円 円

旧

〈追加〉



（別紙様式１－４）

５　心身障害児に係る補助事業に要する経費 （単位：円）

補助事業に関する経費

内訳 （１）人件費（退職金支出及び役員報酬を除く）

（２）教育管理経費（教育研究経費及び管理経費）

（３）設備費（車両支出除く）

（１）補助事業に要する人件費の内訳 （単位：円）

（２）補助事業に要する教育管理経費の内訳 （単位：円）

（３）補助事業に要する設備費の内訳 （単位：円）

（注）複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

新

学 校 法 人 名

幼 稚 園 等 名

金　額

氏　名 専任・兼任別 年間給与見積額

費　目 金　額 備　考

費　目 金　額 備　考

（別紙様式１－３）

４　心身障害児に係る補助事業に要する経費 （単位：円）

補助事業に関する経費

内訳 （１）人件費（退職金支出及び役員報酬を除く）

（２）教育管理経費（教育研究経費及び管理経費）

（３）設備費（車両支出除く）

（１）補助事業に要する人件費の内訳 （単位：円）

（２）補助事業に要する教育管理経費の内訳 （単位：円）

（３）補助事業に要する設備費の内訳 （単位：円）

（注）複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

旧

学 校 法 人 名

幼 稚 園 等 名

金　額

氏　名 専任・兼任別 年間給与見積額

費　目 金　額 備　考

費　目 金　額 備　考



（別紙様式１－５）

６　心身障害児一覧表
年　齢

（４月１日現在）
４号該当の場合
の判定機関名

５月１日現在 10月１日現在

1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害
1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害
1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害
1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害
1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害

(注) １　複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

３「園児の認定区分」欄の１号及び２号は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第19条第１項第１号及び第２号の支給認定区分をさします。

新

学校法人名

幼稚園等名

障害の区分（該当番号を○で囲む） 交付要綱第３条区分 在園の有無

（主障害） （副障害） （該当を○で囲む）

２　各心身障害児の身体障害者手帳（交付要綱第３条１号該当）、療育手帳（同２号該当）、特別児童扶養手当認定通知書・証書（同３号該当）、
　専門機関の判定書・診断書等（同４号該当）の写しを添付すること。

番号 氏　名 生年月日 入園年月日 クラス名

園児の認
定区分

（該当を○
で囲む）

備　　考

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

1 　年　月　日 歳　年　月　日 組

１号

２号

2 　年　月　日 歳　年　月　日 組

１号

２号

3 　年　月　日 歳　年　月　日 組

１号

２号

4 　年　月　日 歳　年　月　日 組

１号

２号

5 　年　月　日 歳　年　月　日 組

１号

２号

（別紙様式１－４）

５　心身障害児一覧表 （  　　年５月１日現在）

年　齢

（４月１日現在）
４号該当の場合の
判定機関名

1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害
1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害
1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害
1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害
1 視覚障害 1 視覚障害
2 聴覚障害 2 聴覚障害
3 知的障害 3 知的障害
4 肢体不自由 4 肢体不自由
5 病虚弱 5 病虚弱
6 言語障害 6 言語障害
7 情緒障害 7 情緒障害
8 発達障害 8 発達障害

(注) １　複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

３「園児の認定区分」欄の１号及び２号は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第19条第１項第１号及び第２号の支給認定区分をさします。

旧

学校法人名

幼稚園等名

障害の区分（該当番号を○で囲む） 交付要綱第３条区分

（主障害） （副障害） （該当を○で囲む）

２　各心身障害児の身体障害者手帳（交付要綱第３条１号該当）、療育手帳（同２号該当）、特別児童扶養手当認定通知書・証書（同３号該当）、
　専門機関の判定書・診断書等（同４号該当）の写しを添付すること。

番号 氏　名 生年月日 入園年月日 クラス名

園児の認
定区分

（該当を○
で囲む）

備　　考

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

１号該当

２号該当

３号該当

４号該当

1 　年　月　日 歳 　年　月　日 組

１号

２号

2 　年　月　日 歳 　年　月　日 組

１号

２号

3 　年　月　日 歳 　年　月　日 組

１号

２号

4 　年　月　日 歳 　年　月　日 組

１号

２号

5 　年　月　日 歳 　年　月　日 組

１号

２号



（別紙様式４－１）

１　補助事業実績

人

人

人

人

人　　

人　　

合　計 人　　 人　　 円 円 円

新

  　　年度高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金事業実績書

学校法人名

幼児実人員

(  　年5月1日現在)

５月１日又は
10月１日現在
において在園
５月１日及び
10月１日現在
において在園
５月１日又は
10月１日現在
において在園
５月１日及び
10月１日現在
において在園
５月１日又は
10月１日現在
において在園
５月１日及び
10月１日現在
において在園

（注）補助金額については、(A)と(B)のどちらか低い額を記載すること。

幼稚園等名 心身障害児数
補助事業に

要した経費(A)
補助金

交付決定額(B)
補助金額

人　　 円 円 円

人 円 円 円

人　　 円 円 円

（別紙様式４－１）

１　補助事業実績

人　　 人　　 円 円 円

人　　 人　　 円 円 円

人　　 人　　 円 円 円

合　計 人　　 人　　 円 円 円

旧

  　　年度高知県私立幼稚園等特別支援教育費補助金事業実績書

学校法人名

幼児実人員

(  　　年5月1日
現在)

幼稚園等名
うち

心身障害
児　　数

心身障害児
１人あたりの
補助金単価

補助金
交付決定額

補助事業に
要した経費

備　考


